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一 はじめに
フランスにおいて, 伝統的に, 社員が会社にとどまる権利は基本的な権
利 (droit fondamental) であるとされる
(１)
｡ この社員が会社に属する権利の
根拠となるのは, 持分または株式の所有権である
(２)
｡ 憲法の原則は, 公益の
ためでなければ何人も所有権を奪われないとしているのに対し
(３)
, 除名は所
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(１) Maurice Cozian, Alain Viandier, Florence Deboissy, Droit des25e
	
2012, n362, p. 209.
(２) Jean-Jacques Ansault, Les clauses statutaires d’exclusion l’aune de la
	contractuelle, Journ. 2012, p. 28.
(３) 人間および市民の権利の宣言 (	des droits de l’homme et du
citoyen) 第17条は, ｢所有は, 神聖かつ不可侵の権利であり, 何人も, 適
法に確認された公の必要が明白にそれを要求する場合で, かつ, 正当かつ
事前の補償のもとでなければそれを奪われない｣ とする (樋口陽一・吉田
善明編 『解説 世界憲法集』 (第４版) (三省堂, 2001年) 286頁)｡
また, 人権と基本的自由の保護のための条約 (ヨーロッパ人権条約)
一 はじめに
二 判例の状況
１ 破毀院商事部1994年12月13日判決
２ 破毀院商事部2005年３月８日判決
３ 破毀院商事部2012年３月20日判決
三 おわりに
有権を有していても私益のための収用を実現することになる
(４)
｡ 一方, 社員
の除名は, 社員間の不和により会社の経営が行き詰まった場合に, 会社の
存続を確保することを可能にするという点で効果的な措置である
(５)
｡
定款上の社員の除名条項の有効性については, 学説上および判例上長い
間争われてきた
(６)
｡ 本稿は, 破毀院が定款上の社員の除名条項の有効性を認
めるに至るまでの重要な判例を取り上げ, その変遷を検討するものである｡
なお, 破毀院の判断が確立する以前から, 社員の除名が法律上認められ
る場合がいくつか存する｡
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(Convention de sauvegarde des droit de l’homme) 第１付属議
定書第１条は, ｢すべての自然人または法人は, その財産を平和的に享有
する権利を有する｡ 何人も, 公益のために, かつ, 法律および国際法の一
般原則で定める条件に従う場合を除くほか, その財産を奪われない｣ とす
る (田畑茂二郎・高林秀雄編集代表 『ベーシック条約集』 (東信堂, 1997
年) 210頁)｡
さらにフランス民法典第545条は, ｢何人も, 公益のために, かつ, 正当
かつ事前の補償と引き換えでなければ, 所有権を譲渡することを強制され
ない｣ とする｡
(４) Jean-Jacques Daigre, La perte de la 	
d’actionnaire, Rev. soc., 1999,
p. 535 ; Yves Guyon, Les 5e 2002, n49, p. 87.
(５) Julien Granotier, L’exclusion d’un
: vers de nouveaux	
JCP, 2012, n3, p. 1068.
(６) 学説上, 定款上の社員の除名条項の有効性を認めるものとして,
Sylvie Dariosecq, Nathalie 
Les clauses d’exclusion, solution la
entre 
Bull. Joly 1998, p. 908 ; Jean-Jacques
Daigre, Nathalie 
et  
Tandeau de Marsac, Clauses d’exclusion
dans desanonymes nonActes pratiques et!"!#$#%$#
jan.-&'1999, p. 5 ; Francis Lefebvre, (commerciales, 2012, n3412.
有効性を認めない Alain Viandier et Jean-Jacques Caussain, JCP E 1992, I,
p. 120, n2は, 除名は会社の権利の一般原則, とくに資格を維持するすべ
ての社員に認められた権利に反すると考えることに固執するとする｡
まず, 会社形態により社員の除名が認められている場合である｡
自由職会社において, 各専門職固有の適用デクレが社員の除名について
定める場合に, 精神的, 手続的および金銭的な保証をすることにより, 社
員を除名することができる (1990年12月31日法律第901258号第21条第２
項)｡ もっとも, ほとんどの適用デクレは社員の除名について定めていな
い｡ 社員を除名した場合に業務の執行が危うくなるため, 社員の除名は重
大な結果をもたらすからではないかとされる
(７)
｡
可変資本会社において, 総会決議により社員を除名することができる
(商法典 L. 2316 条第２項)｡ 可変資本会社はほぼ協同組合であることか
ら, 社員の除名を正当化することができるとされる
(８)
｡
また, 簡易株式発行会社 (par actions 	

(９)
), ヨーロッパ
会社
(10)
および協同組合 (	
(11)
) においては, 法律上, 社員
の除名について定款に定めることができることが明確にされている｡
次に, 会社を存続させるために社員の除名が認められている場合である｡
合名会社において, 社員が死亡し, 会社が残存する社員のみで存続する
場合, 死亡した社員の相続人は被相続人の社員権の評価額を請求する権利
のみを有する (商法典 L. 22115条)｡ また, 商業的職業を営むことの禁止
措置または無能力の措置の対象となった社員は, 社員権の償還を請求する
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(７) Guyon, op. cit. (注４), n49, p. 89.
(８) Roblot, Michel Germain, Luis Vogel, Droit commercial, t. I, 19e 
2009, n2053 p. 746.
(９) 定款は, その定める要件のもとに, 社員が株式を譲渡する義務を負わ
されることを規定することができる (商法典 L. 22716条第１項)｡
(10) 定款が定める要件において, その株式を公募する予定のないヨーロッ
パ会社の定款は, 単独の株主がその株式を譲渡する義務を負うことができ
る旨を定めることができる (商法典 L. 22912条)｡
(11) 1947年９月10日法律第471175号第７条｡
ことになる (商法典 L. 22116条)｡
また, 各種商事会社において, 一社員の意思表示の瑕疵または無能力に
基づいて会社または会社設立後における行為および決議の無効を請求する
場合, 会社または社員は原告の社員権の買戻しを裁判所に請求することが
できる (商法典 L. 2356 条)｡
さらに, 社員を制裁するために社員の除名が認められている場合もある｡
株式会社において, 株主が引き受けた株式の金額のうち払い込まなければ
ならない残額を一定の時期に払い込まない場合, 会社は当該株主に対し付
遅滞の催告をしたうえで, 裁判上の許可がなくても催告の１ヶ月後に当該
株主の株式を売却することができる (商法典 L. 22827条)｡ すなわち, 引
き受けた株式の金額の残額を払い込まなかった株主を除名することができ
る｡
二 判例の状況
裁判上, 定款上の社員の除名条項の有効性について, 破毀院商事部1994
年12月13日判決が有効性を暗黙に認め, 次に破毀院商事部2005年３月８
日判決が1994年判決より明確に有効性を認めたとされる｡ そして, 破毀
院が定款上の社員の除名条項の有効性をはっきり認めたのは, 破毀院商事
部2012年３月20日判決である｡
１ 破毀院商事部1994年12月13日判決
(12)
Journal Midi Libre社 (Midi Libre社) には, Midi Libre社の会社資本の
9.09％ (17721株) を保有する 	Annonces 有限会社, 9.44％
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(12) Cass. com., 13 
	1994, Bull. Joly 1995, 39, p. 152, note Paul
Le Cannu ; Rev.1995, p. 298, note Dominique Randoux ; JCP, 1995, II,
n705, p. 137, note Yann Paclot.
(18400株) を保有する Etudes d’applications des relations collectives et
interindividuelles 社 (Etarci 社), および12％ (23700株) を保有する
Placements et Participations du Midi libre民事会社 (SCPPML) らの株主
が存する｡ なお, 	Annonces有限会社は, Hersantグループに属
している (後出する Hersantグループに属する Socpresse社の子会社であ
る Edition Diffusion Presse 社の子会社である｡ また, Socpresse 社は
Hersantグループの親会社である)｡
Midi Libre社の定款には, 直接, またはMidi Libre社の株主である会社
を通して間接に, 会社資本を構成する株式数の15％を超える株式数を保
有することをすべての株主に禁じること (株式数の上限条項), また,
Midi Libre社の株式を譲渡する際にMidi Libre社の取締役会の承認を要し,
承認を拒否する場合には, 譲渡人が譲渡を断念する場合を除き, 第三者,
他の株主または会社に株式を譲渡するように提案することができること
(株式の譲渡承認条項) が定められている｡
その後, Midi Libre社の取締役会は, Socpresse 社が Etarci社の株式を
取得したことにより (当時, Socpresse社は Etarci社を支配していた),
Etarci 社が保有する Midi Libre 社の株式18400株が間接かつ不正に
(frauduleux) Socpresse社 (Hersantグループの親会社) に譲渡されたこ
と, また, Hersantグループが SCPPMLの持分を購入したことにより,
SCPPML が保有する Midi Libre 社の株式23700株が間接かつ不正に
(frauduleux) Hersantグループに譲渡されたことを承認しないことを決議
した (Etarci社と SCPPMLが保有するMidi Libre社の株式を合わせて,
｢本件株式｣ という)｡ Midi Libre社の取締役会は, また, Bujon氏ら16名
(自然人と法人を含む) を本件株式の譲受人として指定した (以下, ｢指定
譲受人｣ という)｡
そこで, 指定譲受人は, Etarci社と SCPPMLが保有するMidi Libre社
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の株式の不正な (frauduleux) 譲渡はMidi Libre社に対抗することはでき
ないと明言すること, および指定譲受人が本件株式の所有者であると確認
することを求めて, 提訴した｡ また, Midi Libre社は, 指定譲受人の主張
に加えて, 裁判官は ｢係争中の株式の譲渡を命じる権限｣ を付与されてい
るとして, 指定譲受人の請求が認められない場合にはMidi Libre社から
Etarci社と SCPPMLを除名することを求めた｡
Midi Libre社からの Etarci社と SCPPMLの除名について, Montpellier
商事裁判所1991年11月15日判決
(13)
は, Midi Libre社の定款には先買条項が定
められていないとして, 指定譲受人を本件株式の所有者とは認めなかった
が, Midi Libre社の株主にとどまっている Etarci社と SCPPMLの除名は
認めた｡ 商事裁判所は, その理由として, 最近の裁判例 (Rouen控訴院
1974年２月８日判決, 控訴院1989年９月26日判決, Reims控訴院
1989年４月24日判決) により, 会社の利益がひどく侵害される場合に,
裁判官が株主の取替え (substitution) または除名を命じる権限を有する
ことが認められていることを挙げている
(14)
｡ 商事裁判所はまた, 除名を正当
化するために, 社員の過失, 会社の利益に対する侵害および定款上の除名
の予測という３つの要件が必要であると判示した｡
一方, Montpellier控訴院1992年12月17日判決
(15)
は, 刑事上と同じように,
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(13) T. com., Montpellier, 15 nov. 1991, JCP E, 1992, I, 120, n	2, obs. Alain
Viandier et Jean-Jacques Caussain ; Dr.
1992, n	84, p. 12, note
Le Nabasque ; D, 1992, p. 337, note Jean-Claude Bousquet ; RJ com., 1992, p.
61, note Alain Couret.
(14) 商事裁判所が社員の除名を認めたことに賛成するものとして,
Bousquet, op. cit. (注13), p. 340 ; Couret, op. cit. (注13), p. 71.
(15) CA Montpellier, 17 1992, Dr.1993, n	78, obs. Le
Nabasque ; Bull. Joly 1993, 180, p. 649, note Alain Couret et Paul Le
Cannu ; JCP E, 1993, I, 215, n	15, obs. Alain Viandier et Jean-Jacques
Caussain ; RJDA, 1993, n	227.
民事上および商事上も条文なく罰則が存在することはできないとしたうえ
で, 出版に関する1986年８月１日法も1966年７月24日法も社員の除名に
ついて定めていないとして, Etarci社と SCPPMLをMidi Libre社から除
名することを却下した｡
これに対し, 指定譲受人は, HersantグループがMidi Libre社の株式の
30％超を間接的に保有することができるように, 唯一の資産がMidi Libre
社の株式である Etarci社と SCPPMLの株式または持分が Hersantグルー
プの会社 (Socpresse社と他１社) に譲渡されたことは, Midi Libre社の
定款上の株式数の上限条項および株式の譲渡承認条項の適用を免れること
を目的としていると主張し, 1966年７月24日法第274条 (現商法典 L. 228
23条) および “fraus omnia corrumpit” 原則
(16)
に照らして, 控訴院には法律
上の根拠の欠如がある等として上告した｡
破毀院商事部1994年12月13日判決は, 控訴院が ｢Midi Libre社の定款は
株主を除名する可能性を定めていないことを指摘し, Midi Libre 社が
Etarci社と SCPPMLにより保有された株式の譲渡を命じる十分な根拠が
なかったことを正当に考えた｣ と判示し, Etarci社と SCPPMLの除名を
認めなかった｡
破毀院は, 社員の除名を認めない理由として, Midi Libre社の定款に社
員の除名に関する定めがなかったことを挙げている｡ とすれば, ｢株式の
譲渡を命じる十分な根拠｣ がある場合, すなわち, 定款に社員の除名条項
を定めた場合には, 社員を除名することができると破毀院が暗黙に認めた
とされることに本判決の意義がある
(17)
｡
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(16) fraus omnia corrumpitはラテン語の法諺であり, フランス語に訳すと
“la fraude corrompt toute”, すなわち“不正 (fraude) はすべてを損なう”
という意味である｡
なお, Midi Libre社の株式の譲渡承認条項について, 商事裁判所は, 法
律およびMidi Libre社の定款に対して Etarci社と SCPPMLによる重大な
過失 (fautes graves) があったこと, また, Midi Libre社の倫理および出
版の地方機関である団体 (institution) に対する明らかな違反があったと
して, 法律およびMidi Libre社の定款に違反してなされた社員権の譲渡
は対抗することができないとした｡ 一方, 控訴院および破毀院は, Midi
Libre社の定款も1966年７月24日法も, 対象会社の株主が有する持分また
は株式の譲渡についてではなく, 対象会社自身の株式の譲渡についてのみ
承認手続を定めており, 定款上の株式の譲渡承認手続はMidi Libre社の
株主である Etarci社と SCPPMLが有する証券の譲渡に適用することはで
きないとして, 本件株式の譲渡はMidi Libre社に対抗することができる
と判示した｡
２ 破毀院商事部2005年３月８日判決
(18)
Pharmacie 	Durand合名会社 (以下, ｢本件会社｣ という) にお
いて, 	氏と Durand氏は等しい持分を有する社員である｡ 本件会
社の定款は, 社員が裁判上の更生または精算の適用を受けた場合に当該社
員の持分は当然に無効にされること, 会社は鑑定人により決定された価額
を当該社員に償還しなければならないと規定していた (以下, ｢本件定款
条項｣ という)｡ 	氏は1994年７月29日に裁判上の更生の適用を受
け, 次いで1996年12月20日に裁判上の精算の適用を受けた｡ また同日1996
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(17) Cannu, op. cit. (注12), p. 157 ; Paclot, op. cit. (注12), p. 142.
(18) Cass. com., 8 mars 2005, D, 2005, p. 839, obs. Alain Lienhard ; JCP E,
2005, 1046, n
9, obs. J. Caussain, F. Deboissy et G. Wicker ; RTD com., 2005,
p. 599, obs. A. Martin-Serf ; Rev. 2005, p. 618, note Dominique
Randoux ; Bull. Joly 2005, 237, p. 995, obs. Paul Le Cannu.
年12月20日に本件会社も裁判上の更生の適用を受けた｡ 本件会社は, 会
社の継続計画が認められた後, 	氏の除名を請求し, また持分の
価額の償還債権が消滅していることの確認を求めて提訴した｡ これに対し,
	氏とその清算人は, 償還債権の金額の支払いを求めて反訴した｡
Montpellier控訴院2002年５月28日判決
(19)
は	氏らの請求を却下し
た｡ これに対し	氏らは上告した｡ その理由として, 商法典 L.
22116条は, 裁判上の精算判決または全部譲渡の計画を停止する判決,
商業的職業を営むことの禁止措置または無能力の措置が社員の１人に対し
て言い渡された場合にのみ, 原則として会社は解散するが, 会社の存続を
定款に定めていた場合または社員全員の合意がある場合には会社は存続し,
会社が存続する場合には当該社員の社員権を償還することを規定しており,
定款に別段の定めがあっても, 社員が裁判上の更生判決の対象となった場
合には, 当該社員の社員権を償還することはできないことを挙げている｡
したがって, 	氏に裁判上の更生を言い渡した判決時に	
氏が社員資格を喪失したと控訴院が判断したことは, 上記商法典 L. 221
16条に違反していると主張した｡
破毀院商事部2005年３月８日判決は, 当事者により容認された契約で
あり, また当事者の権利と義務について定める定款に, 会社の利益と公序
に合致した理由のために剥奪される権利の価額が当該社員に支払われるな
らば, 社員の１人が裁判上の更生の適用を受けた場合にその資格を喪失す
ると定めることは可能でありまた適法であること, 控訴院が, 本件定款条
項に従って, 鑑定人により評価させ, そして取り立てることが会社の義務
である債権を会社に対して有する社員の権利の喪失は, 裁判上の更生によ
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(19) CA Montpellier, 28 mai 2002, Dr. 

2003, n92, note Monnet ;
RD. banc. fin., 2003, n155, obs. Xavier Lucas ; RTD com., 2003, p.
521, obs. Claude Champaud et Didier Danet.
り当然に生じることを明らかにし, 後日会社に対して開始された合議によ
る手続の負債 (passif) に債権を届け出ることは, 裁判上の更生の開始日
に会社債権者となった	氏の責任であると判断したことは正当で
あるとして, 	氏の上告を却下した｡
本判決は, 商法典 L. 22116条の内容を拡大する本件定款条項の有効性
を破毀院が初めて確認したことに意義がある
(20)
｡ すなわち, 商法典 L. 221
16条は社員が裁判上の精算の適用を受けた場合に当該社員は社員資格を
喪失すると規定しているところ, 社員が裁判上の更生の適用を受けた場合
にも当該社員の持分は当然無効とされ, 民法典第1868条第５項 (現民法
典第18434 条) 所定の要件のもとに決定された価額が当該社員に償還さ
れる, すなわち当該社員は社員資格を喪失することを定款に定めることが
認められた｡
破毀院は, また, 社員の除名理由が公序および会社の利益に反してはな
らないと判示している｡
本判決の評釈のなかには, 本判決は民事会社など人的関係の考慮が強く
はたらく会社にも適用することができるとする見解が存した
(21)
｡
３ 破毀院商事部2012年３月20日判決
(22)
社
員
の
除
名
234(1026) 法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月)
(20) Lienhard, op. cit. (注18), p. 839 ; Martin-Serf, op. cit. (注18), p. 600 ;
Randoux, op. cit. (注18), p. 621.
(21) Randoux, op. cit. (注18), p. 623.
(22) Cass. com., 20 mars 2012, n
1110855, Dr. 2012, n
77, p. 17,
note Henri Hovasse ; JCP E, 2012, 1310, p. 33, note Renaud Mortier ; Gaz.
Pal., 9 mai 2012, p. 1512, note Anne-	Zattara-Gros ; RTD com., 2012,
p. 348, obs. Alexis Constantin ; ibid. p. 355, obs. Marie-	-Bon ;
D, 2012, p. 1584, note Alain Lienhard, note Maud Laroche ; RLDA, juin 2012,
2005年２月, Saurグループの会社において会社指揮の職務を行う従業
員に対し, Saurグループの親会社である Novasaur一人簡易株式発行会社
の株主である Finamag民事会社の持分を取得することが提案された｡ 当
該提案に従い, Saurグループの Saur France社の従業員であるMaucollot
氏は, Finamag社の持分を41,299口 (１口１ユーロ) 取得した｡
2005年12月23日, Maucollot氏は重大な過失 (faute grave) があったと
して解雇され, Maucollot氏は使用者と合意を締結し, Saur France社を
退職した｡
Finamag社の業務執行者である Investisaur簡易株式発行会社は, 2006
年３月23日付の文書により, Maucollot氏が Finamag社の社員の資格を維
持するために必要な Saurグループのグループ会社の従業員の資格を失っ
たことを理由として, Maucollot氏が保有する41,299口のうち30,974口を
31571.42ユーロで買い取ることによりMaucollot氏の一部除名 (exclusion
partielle) を実行するために, Finamag社の定款16条所定の手続を採る予
定であることをMaucollot氏に通知した｡ その後, Finamag社は, 2006年
６月22日付の文書により, Investisaur社がMaucollot氏の社員権の一部の
買取を実行することを決定したことをMaucollot氏に通知した｡
Maucollot氏は, これに対し, Maucollot氏の一部除名の決定の無効と損
害賠償を求めて提訴した｡
Versaille控訴院2010年10月21日判決は, Finamag社の定款が, 社員の
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p. 10, note Thierry Favario ; Bull. Joly 2012, p. 538, note 	

Xavier Lucas ; JCP E, 2012, 1569, p. 15, note Jean-Pierre 
Dr. & patr.,
mai 2013, p. 94, chron. Didier Poracchia ; Rev. 2012, p. 435, note Alain
Couret.
破毀院商事部2012年３月20日判決については, 拙稿 ｢民事会社における
社員の除名条項の有効性｣ 『佐賀大学経済論集』 第50巻第２号 (2017年８
月) 35頁を参照｡
１人が会社にとどまるために必要な要件をもはや満たさない場合には, 当
該社員がグループの従業員である場合にとくに解雇を理由として, 当該社
員は業務執行者の全面的な裁量により完全にまたは一部除名されうると規
定していること, Maucollot氏の解雇を受けて Finamag社の業務執行者に
よりなされたMaucollot氏の一部除名の決定について, いかなる定款変更
も対象になっていない場合には全社員が意見を聞かれなくてもよいと定款
に定められているとして, Maucollot氏の一部除名の決定の無効と損害賠
償の請求を却下した｡
また控訴院は, Maucollot氏は一部除名の決定に対して異議を主張する
ことができたこと, また, 除名理由が解雇によるグループ会社の従業員の
資格の喪失であることを知っていたとして, Maucollot氏の請求を却下し
た｡
Maucollot氏は, ①民事会社の定款は, 一定の状況が生じた場合に, 全
社員が意見を聞かれることなく業務執行者の裁量によりある社員を除名の
対象としうると有効に規定することはできないため, 控訴院の裁判官は民
法典1832条, 1848条と1852条, および1134条に違反したこと, また, ②
除名決定の対象社員は除名理由を知っているべきであり, 除名理由につい
ての異議を有効に主張することができるべきであるため, 控訴院の裁判官
は民法典1832条と1134条に違反したという理由により, 破毀院に上告し
た｡
破毀院商事部2012年３月20日判決は, 控訴院が, Maucollot氏がグルー
プ会社の従業員の資格を喪失したことを受けてなされたMaucollot氏の社
員権の一部を買い取る決定が Finamag社の定款に従ってなされたことを
指摘し, 当該決定は適法であると結論づけたなどとして, Maucollot氏の
上告を却下した｡
社
員
の
除
名
236(1028) 法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月)
本判決は, 社員の除名について定款に定めることができる旨の法規のな
い民事会社においても, 定款上の社員の除名条項は有効であると破毀院が
初めて認めたことに意義がある
(23)
｡
本事案において, ｢社員の資格｣ というタイトルを付けられた Finamag
社の定款第９条は, ｢定款により認められた例外を除き, かつ業務執行者
を除き, 会社の社員はすべて, 会社持分の取得日にグループの従業員また
は会社受任者の資格を有していなければならない｣ とする｡ Finamag社の
社員となるためにはグループ会社の従業員でなければならないとするこの
規定によれば, Maucollot氏のようにグループ会社の従業員の資格を失っ
た者は, Finamag社の社員の資格も失うことになる｡ Finamag社は次に,
｢除名｣ というタイトルを付けられた定款第16条をMaucollot氏に適用し
た｡ 定款第16条は, ｢なんらかの原因 (cause) またはなんらかの理由
(motif) のために, 社員であり続けるために必要な資格を失ったすべての
社員は, ……完全にまたは一部会社から除名される可能性がある｣ として
おり, 社員であり続けるために必要な資格, すなわちグループ会社の従業
員の資格を失ったMaucollot氏は, 定款所定の手続により一部除名される
こととなった｡
本判決により, 定款に除名理由・手続等が明確に定められ, その内容に
公序違反等がなければ, 民事会社においても定款所定の要件に従って社員
を除名することができることが明らかにされた｡
三 おわりに
定款上の社員の除名条項の有効性について破毀院が判断した３つの重要
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(23) 本判決はまた, 社員の除名を決定する機関について, 業務執行者のみ
が社員の除名を決定することを定款に定めることができると判示した点で
も意義がある｡
な判例を取り上げ, 事案の概要と裁判所の判断, 判決の意義について検討
した｡ 社員には会社にとどまる権利がある一方で, 社員の除名が会社の存
続にとって必要な場合もある｡ 破毀院は, 1994年12月13日判決以来, 2005
年３月８日判決を経て2012年３月20日判決により定款上の社員の除名条
項の有効性を明確に認めた｡
定款に社員の除名について定める場合, 除名理由および除名手続 (除名
を決定する管轄機関・除名社員が有する株式の買取価格・対審の原則) を
明確にしなければならないとされる｡ 破毀院2005年３月８日判決は, 社
員の除名理由が公序および会社の利益に反してはならないと判示している
ところ, 会社の利益とは具体的に何を意味するのかという点について今後
明らかにする必要があろう｡
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L’exclusion d’un en France
Mimoe KONISHI
	a le droit de ne pas 
exclu de la . Le droit de faire
partie de la est la du droit de de 	sur
ses parts ou ses actions. Un principe constitutionnel veut que nul ne puisse

de sa , si ce n’est pour un motif 	
public.
L’exclusion une expropriation pour cause 	
Lade l’exclusion d’una longtempsen doctrine.
Certains auteurs que “la humiliant de cette exclusion
ne saurait 
un motif de prohiber une convention qui n’est contraire 
aucun principe du droit”.
Il a fallu attendre une du 13 1994 pour que la 
des clauses statutaires d’exclusion soit implicitement reconnue. Puis, cette
s’est vue par une du 8 mars 2005.
	
rendu par la Cour de cassation le 20 mars 2012 denette
se prononce en faveur de la de l’exclusion statutaire dans la 
civiles.
